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京大東アジアセンターニュースレター   第 498号   












時  間： 2013年12月17日(火) 16:30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館８階リフレッシュルーム (会場変更) 



















政部、中国科学技術部、中国工業情報化部、中国発展改革委員会（発改委）の 4つの部・委員会は 9月 17
日、「新エネルギー車の使用普及業務の継続実施に関する通知」を共同発表した。 
2012年 6月 28日に国務院が可決した「省エネ・新エネルギー自動車産業発展企画」によると、2015年
をめどに電気自動車とプラグインハイブリッドカーの生産台数を累計 50万台とし、20年には 200 万台を
超えるようにするとしている。だが現実の数字をみると、国の補助金政策が大規模に行われた 12年ですら、















   純電気自動車（EV）、及びプラグインハイブリッド（PHV）車を発展の方向とする。 
 ②EV＋PHVの目標販売台数は 2015年に 50万台、2020年には 200万台、累計 500万台 
  しかし、その後 1年の状況から鑑みると、この計画は楽観すぎて明らかに達成不可能。マッキンゼーの




   中国の EV 政策について、2009 年 1月に“十城千輌”計画を発表。これはバス、タクシー、公用車を
主に 10都市に 1000輌の割合で EVを取り入れる計画である。（実行段階では諸原因でいろいろ問題が出
た） 
   2010 年 5月、家庭用 EV を促進するため「個人の新エネルギー車購入に関する補助金試行の通知」を
発表。北京、上海、深圳、杭州、長春、合肥の 6都市を施行都市とし、電動車電池に 3000 元/KWhの補
助金を出した。（但し、EVは最高 6万元、PHVは最高 5万元まで） 
   この補助金制度は 12年末に終了したが、続きの政策がなく、2013年 9月 17日になって、やっと新し
い補助金政策を公表、今度は全国規模で実施することになった。 
EV走行距離（km） 80～150 150～250 250以上  
PHV走行距離(km)    50以上 
補助金（万元） 3.5 5 6 3.5 
 ②地方レベルの補助金 
   国家レベルの補助金政策に合わせ、各試行都市では EVを促進するため地方補助金も導入した。（非試
行地域は静観） 





  （深圳：比亜迪（BYD）e6、 上海：上海汽車 E50） 
   これらの都市では、国家補助金と地方補助金を同時に受けられるので、1台の EVは補助金で大よそ 10
～12万元安くなる。 




 ①深圳 比亜迪（BYD）の e6：タクシーとして影響力大 




 ②上海 上海汽車の栄威 E50 






    
③杭州の電動タクシー、衆泰 5008EV 
   電池 1回交換時の最長走行距離 93キロ、この短さでは実用的とは言い難い。1日 200キロ走行するた
めには 4回の電池交換が必要。     
    
４．モーターショーで公開、或いは開発が終わった EV一覧 
①啓辰 e30（東風汽車） 
   2012年広州モーターショー（2012 年 11 月）でデビュー、日産リーフの中国版、160キロ走行可能。
2015年量産開始の予定。 







   2013年 6月販売開始。150キロ走行可能、価格は 24万元。補助金を差し引けば 12万元（約 190万円）
で入手可能。販売実績は不明。 
    
 ③長安 E30（長安汽車） 
   北京房山区でタクシーとしてデモ。価格は 25～30万元の見込み 
    
 ④賽欧 SPRINGO（上海 GM） 
   2012年広州モーターショ－でデビュー。走行距離 150キロ、価格は 25.8万元の予定 
    
 ⑤愛意（江准汽車）  
   2012年合肥市で政府用車として 250台出荷。走行距離 120キロ、価格 15.8万元。 
  補助金 8.3万元を差し引けば 7.5万元（120万円）で入手可能。実績は少ない。 







   コンセプトカーとして展示、それ以外の情報は不明 
    
 
































































































































2005年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011年 9.2     1549 20.3 24.9     
10月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
2012年      2303 7.9 4.3     
1月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9月 7.4 9.2 14.2 1.9 23.1 277 9.8 2.3 -6.4 -6.8 19.8 16.2 
10月  9.6 14.5 1.7 22.4 320 11.5 2.2 1.8 -0.2 14.6 15.9 
11月  10.1 14.9 2.0 20.0 196 2.8 -0.1 -8.7 -5.4 14.5 15.7 
12月 7.9 10.3 15.2 2.5 18.8 316 14.0 6.0 -7.8 -4.5 14.4 15.0 
2013年             
1月    2.0 20.8 291 25.0 29.0 -12.4 -3.4 15.9 15.4 
2月    3.2  153 21.7 -14.9 -35.6 6.3 15.2 15.1 
3月 7.7 8.9 12.6 2.1 21.5 -9 10.0 14.2 -19.7 5.7 15.7 14.9 
4月  9.3 12.8 2.4 19.8 182 14.6 16.6 13.9 0.4 16.1 14.9 
5月  9.2 12.9 2.1 19.7 204 0.9 -0.1 -14.4 0.3 15.8 14.5 
6月 7.5 8.9 13.3 2.7 19.9 271 -3.3 -0.9 -17.3 20.1 14.0 14.1 
7月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4   14.2 14.2 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
